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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中心軸（７）を有する長尺の結合部材（１）を包含し、折れた骨の諸部分を外部から固
定するための装置において、
　Ａ）長尺の前記結合部材（１）の長さは、前記中心軸（７）の軸線方向に沿って伸縮可
能で、前記結合部材（１）の外側部（１６，１７）および中心部（８）は互いに回転不能
であり
　Ｂ）骨用ネジ（３）を固定するためのジョー（２）を、外側部（１６，１７）のそれぞ
れを介して、前記結合部材（１）に脱着可能に取り付けることができ、
　Ｃ）前記結合部材（１）は、中心部（８）と、前記中心軸（７）に沿って前記中心部（
８）の上をスライド可能な複数の外側部（１６；１７）とを包含しており、
　Ｄ）前記外側部（１６；１７）の各々が、前記中心部（８）の端部（２５，２６）の各
々において、前記中心軸（７）の軸線方向に可動であることによって、前記結合部材（１
）を２方向に伸縮自在にする上記構成を有する前記装置において、
　Ｅ）前記外側部（１６；１７）の各々の軸方向の位置が、前記外側部（１６；１７）の
各々の内部に配置された各々の駆動手段（１９；２０）によって、前記中心部（８）に対
し各々、任意の位置において、相対的に調節可能かつ固定可能であり、
　Ｆ）前記駆動手段（１９；２０）は、駆動スピンドルであって、前記中心部（８）の両
端部（２５，２６）に形成された雌ネジ部（２７）とネジ結合して自己の回転の結果、前
記中心部（８）を前記駆動スピンドルに対して相対的に軸方向に移動させることを特徴と
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する折れた骨の諸部分を外部から固定するための装置。
【請求項２】
　前記中心部（８）と前記外側部（１６；１７）の各々とが互いに異なる材料でできてお
り、それぞれの部分（８；１６；１７）は交換可能であり、それによって前記結合部材（
１）の剛性は異なる材料からなる部分（８；１６；１７）を組み合わせることで全体とし
て制御可能である、請求項１記載の装置。
【請求項３】
　前記外側部（１６；１７）の各々がその全長にわたって同一の直径を有している、請求
項１または２に記載の装置。
【請求項４】
　前記中心部（８）の互いに対峙する前記端部（２５；２６）の各々に配置されている前
記外側部（１６；１７）の各々が互いに無関係に繰り出し可能かつ繰り込み可能である、
請求項１から３までのいずれかに記載の装置。
【請求項５】
　前記中心部（８）の外面がスプラインとして構成されており、前記外側部（１６；１７
）の各々は横断面で見て、前記スプラインに対応する形状を内面に有する、請求項１から
４までのいずれかに記載の装置。
【請求項６】
　前記駆動スピンドルとして構成された前記駆動手段（１９；２０）が、前記外側部（１
６；１７）にネジ締結可能な端部片（３０；３８）によってブロック可能である、請求項
５に記載の装置。
【請求項７】
　前記外側部（１６；１７）にネジ締結可能な少なくとも１つの端部片（３０；３８）が
弾性的なリング（４０）を備えた能動化キャップとして構成されており、この能動化の眼
目は、少なくとも１つの前記端部片（３０；３８）を徐々に緩めることで少なくとも１つ
の前記駆動手段（１９；２０）の軸方向の挟み込みをミリメートル単位で解放できること
であり、それによって少なくとも１つの前記外側部（１６；１７）が制御可能な量だけ軸
方向に変位可能であり、それによって骨折の能動化を達成することができる、請求項６に
記載の装置。
【請求項８】
　前記外側部（１６；１７）の間で前記中心部（８）に少なくとも１つの中間部材（３５
）を装着することができ、この前記中間部材は前記中心部（８）の上でスライド可能かつ
回転不能であるとともに前記中心部（８）の上で所望の位置に固定可能である、請求項１
から７までのいずれかに記載の装置。
【請求項９】
　前記中間部材（３５）の外側の円周上に少なくとも１つのジョー（２）を装着可能であ
る、請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
前記中間部材（３５）が一方の側で前記中心軸（７）に沿って連続するスリット（３９）
を有している、請求項８または９に記載の装置。
【請求項１１】
前記中間部材（３５）が互いに対向する２つの側で前記中心軸（７）に沿って連続するス
リット（３９）を有している、請求項９または１０に記載の装置。
【請求項１２】
前記中間部材（３５）が前記ジョー（２）のクランプ力によって押し付け可能であり、そ
れによって前記中心部（８）に固定可能である、請求項９から１１までのいずれかに記載
の装置。
【請求項１３】
　前記外側部（１６；１７）がアルミニウムで製作されている、請求項１から１２までの
いずれかに記載の装置。
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【請求項１４】
　前記外側部（１６；１７）が鋼材で製作されている、請求項１から１３までのいずれか
に記載の装置。
【請求項１５】
　前記外側部（１６；１７）が炭素繊維材料で製作されている、請求項１から１３までの
いずれかに記載の装置。
【請求項１６】
　前記外側部（１６；１７）がチタンで製作されている、請求項１から１３までのいずれ
かに記載の装置。
【請求項１７】
　前記中心部（８）がアルミニウムで製作されている、請求項１から１６までのいずれか
に記載の装置。
【請求項１８】
　前記中心部（８）が鋼材で製作されている、請求項１から１７までのいずれかに記載の
装置。
【請求項１９】
　前記中心部（８）が炭素繊維材料で製作されている、請求項１から１７までのいずれか
に記載の装置。
【請求項２０】
　前記中心部（８）がチタンで製作されている、請求項１から１７までのいずれかに記載
の装置。
【請求項２１】
　前記中心軸（７）に対して同軸に延びる前記外側部（１６；１７）の外面が回転対称で
ある、請求項１から２０までのいずれかに記載の装置。
【請求項２２】
　前記中心部（８）が横断面で見て多角形状の外形を有しており、前記外側部（１６；１
７）は横断面で見てこの多角形状の外形に対応する多角形状の内形を有している、請求項
１から２１までのいずれかに記載の装置。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
（技術分野）
本発明は、請求項１の上位概念に基づく、折れた骨の諸部分を外部から固定するための装
置に関する。
【０００２】
（従来技術）
従来技術より、ＥＰ００１１２５８Ａ１のＯＲＴＨＯＦＩＸから、折れた骨の諸部分を外
部から固定するための装置が公知である。この公知の発明は、長軸に対して平行に互いに
スライド可能な２つの部分からなる長く延びた中心体を包含しており、このとき中心体の
それぞれの部分は骨部分に挿入可能な釘または骨用ネジのためのクランプ装置を支持して
おり、さらにこの発明は中心体の両部分に係合する押圧・引張装置を包含している。クラ
ンプ装置は中心体のスライド可能な各部分の端部に球継手で支承されており、このことは
クランプ装置の旋回可能性と、骨部分に挿入可能な釘またはネジの旋回可能性とを３つの
自由度で可能にする。
【０００３】
骨をピンで外部から固定するための、従来技術から公知のさらに別の装置はＵＳ５，１６
０，３３５のＷＡＧＥＮＫＮＥＣＨＴに開示されている。この公知の装置は、骨用ピンを
固着するクランプ部材を備えていて入れ子式に伸縮可能であってもよい固定ロッドと、ク
ランプ部材のための湾曲した載置面をもつ結合部品と、クランプ部材を結合部品とともに
固定ロッドに取り付けるためのクリップとを包含している。この結合部品は、クランプ部
材がクリップに対して３つの自由度で旋回可能であるように構成されている。
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【０００４】
従来技術から公知の両方の装置は、固定ロッドが入れ子式に伸縮可能ではあるものの、入
れ子式に伸縮させるべき部品の運動は、固定ロッドに外部から取り付けられた押圧・引張
装置によって、ないし固定ロッドに取り付けられた止めネジによって引き起こされるとい
う欠点がある。そのうえ両方の公知の装置では固定ロッドが一方の側でしか伸長可能でな
く、固定ロッドはその長さ全体にわたって同一の直径を有しているのでないために、ジョ
ーを固定ロッド上の任意の位置に組み付けることができない。
【０００５】
（発明の開示）
本発明はこの点の対策を講じようとするものである。本発明の課題は、内部で両側に伸長
可能な結合部材を提供することである。それによって両側での伸長が可能になるので、治
療時間を半分にすることが可能である。また、種々の部品を別の材料からなる部品と交換
可能であることによって、結合部材の剛性を選択可能であることが望ましい。
【０００６】
（発明を実施するための最良の形態）
本発明は、請求項１の構成要件を有している、折れた骨の諸部分を外部から固定するため
の装置によって課せられた課題を解決する。
本発明のその他の有利な実施形態は従属請求項に記載されている。
【０００７】
本発明に係る装置の有利な実施形態では、当該装置が中心軸をもつ長手方向の結合部材を
包含している。この結合部材は前記中心軸の方向に両側で回転不能に（入れ子式に）伸縮
可能であり、結合部材には骨用ネジやピンを固定するためのジョーを脱着可能に取り付け
ることができる。結合部材は、中心部と、中心軸に沿ってスライド可能な２つの外側部と
を包含している。結合部材はスライド可能な外側部によって両側で伸長可能であるととも
に、その長さにわたって同一の直径を有している。中心部ないし外側部の交換可能性は、
結合部材の選択可能な剛性を可能にする。
【０００８】
また本発明による装置の別の実施形態は、結合部材が、円筒状の中心部と、２つの同心的
な中空円筒状の外側部とで構成されるという点で上述した実施形態と異なっている。外側
部は軸方向へ滑走（摺動）可能に中心部に支承されており、回転不能に伸縮可能である。
【０００９】
また本発明による装置の別の実施形態は、中心部の横断面が多角形状の外形を有していて
、外側部の横断面は中心部のこの多角形状の外形に対応する多角形状の内形を有している
という点でのみ、上述した実施形態と異なっている。この実施形態の場合も外側部は軸方
向へ滑走可能に中心部に支承されている。外側部を相互にまたは中心部に対して回転させ
ることが可能でない伸縮可能性は、中心部の多角形状の外形によって、および外側部の同
様に多角形状の内形によって保証される。
【００１０】
本発明による装置の別の実施形態は、中心部の外側の外套面がスプライン軸として構成さ
れており、外側部は横断面で見てこれに対応する内形を有しているという点でのみ、上述
した実施形態と異なっている。
【００１１】
本発明による装置の別の実施形態は、外側部の軸方向の位置が搬送スピンドルによって中
心部に対して相対的に調節可能かつ固定可能であるという点でのみ、上述した実施形態と
異なっている。これらの搬送スピンドルは結合部材の外側端部から操作可能であり、搬送
スピンドルが相互に影響を及ぼすことなしに、結合部材の片側ないし両側の伸長を許すも
のである。
【００１２】
また本発明による装置の別の実施形態は、外側部にネジ締結可能な端部片によって、搬送
スピンドルをブロック可能であるという点で、上述した実施形態と異なっている。



(5) JP 4237408 B2 2009.3.11

10

20

30

40

50

【００１３】
本発明による装置の別の実施形態は、端部片の１つが能動化キャップ（Dynamisierungsde
ckel）であり、この能動化キャップのネジを徐々に緩めることでネジ付きスピンドルの軸
方向の挟み込みをミリメートル単位で解放することができ、それによって外側部が制御可
能な量だけ軸方向にスライド可能であり、それに伴って骨折の能動化が達成されるという
点で上述した実施形態と異なっている。
【００１４】
本発明による装置のさらに別の実施形態は、中心部と外側部の材料選択によって結合部材
の剛性が選択可能であるという点でのみ、上述した実施形態と異なっている。次に掲げる
材料が中心部のために、およびたとえば搬送ネジによって具体化することのできる搬送装
置を備えた中心部のために、および外側部のために考えられる：
－　アルミニウム
－　鋼材
－　炭素繊維
－　チタン
これに伴って中心部と外側部について異なる材料の組合せも行うことができ、それによっ
て結合部材の剛性に影響を与えることが可能である。
【００１５】
また本発明による装置の別の実施形態は、外側部の間で中心部に中間部材を装着すること
ができ、この中間部材は中心部の上でスライド可能かつ回転不能であるという点でのみ、
上述した実施形態と異なっている。さらにこの中間部材は外側部と同一の外径を有してい
るので、骨用ネジまたはピンを固定する１つまたは複数のジョーをこの中間部材にも脱着
可能に取り付けることができる。中間部材の長軸に沿って施されている中間部材のスリッ
トは、このようにスリットを施された中間部材を、中間部材に取り付けられたジョーのク
ランプ力によって中心部に固定することを可能にする。ただ１つのスリットの代わりに中
間部材は、対向する２つの側に穿設された２つのスリットを有していてもよい。
【００１６】
本発明によって達成される利点は主として、結合部材が内部で両側に伸長可能であり、そ
の長さ全体にわたって小さな中心片を例外として同一の外径を有しているという点に見る
ことができる。それにより、骨用ネジを受容して固定する役目を果たすジョーを結合部材
上の任意の位置に取り付けることができる。追加的な中間部材は、１つまたは複数のジョ
ーを外側部の間の位置に配置することも可能にする。さらに、異なる材料でできている中
心部と外側部を組み合わせることができ、それによって結合部材の剛性に影響を与えるこ
とが可能である。
次に、本発明および本発明の発展形について、いくつかの実施例の部分的に模式化した図
面を参照しながらさらに詳しく説明する。
【００１７】
（図面の簡単な説明）
図面は次のとおりである：
図１は、骨用ネジを固定するための２つのジョーを備えた本発明の装置の一実施形態を示
す正面図である。
図２は、本発明による装置の一実施形態の結合部材を示す縦断面図である。
図３は、本発明による装置の一実施形態を示す部分図である。
【００１８】
図１は、中心軸７をもつ結合部材１を備えた本発明の装置の一実施形態を示している。中
空円筒状の外側部１６；１７、および中心部８は中心軸７と同軸に配置されている。外側
部１６；１７は、中心部８の上で滑走可能であるとともに中心軸の方向に変位させること
ができるように穴を備えており、それによって結合部材は両方向へ伸縮可能となる。骨用
ネジ３を受容して固定するためのジョー２は外側部１６；１７に脱着可能に取り付けられ
ている。ジョー２は中心軸７に沿って外側部１６；１７の上で変位させることができ、必
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【００１９】
図２には、本発明による装置の一実施形態の結合部材１を示す縦断面図が描かれている。
結合部材１は、入れ子式に伸縮可能な部材としての中心部８と、この中心部８の上で滑走
可能な外側部１６；１７とを包含しており、このとき中心部８と外側部１６；１７とは中
空円筒状に構成されている。中心部８の外側の外套面２１はスプライン軸として構成され
ている。このスプライン軸に対応するように、外側部１６；１７の内側の端部２３；２４
には穴２２が形成されているので、外側部１６；１７は回転不能に入れ子式に伸縮可能で
ある。中心部８の外側の軸方向の端部２５；２６には雌ネジ部２７が穿設されており、こ
の雌ネジ部には外側部１６；１７を軸方向にスライドさせるために設けられたネジ付きス
ピンドル１９；２０をネジ締結ないしネジ締結解除でき、それによって結合部材１の軸方
向の長さが決定される。ネジ付きスピンドル１９；２０を軸方向に固定するため、外側部
１６；１７ではその外側の端部２８；２９においてスリーブ３１と端部片３０；３８が外
側部１６；１７の穴に挿入されていて、ネジ付きスピンドル１９；２０の一方の端部３３
，３４に取り付けられた鍔３２がスリーブ３１と端部片３０；３８の間に軸方向で不動に
挟み込まれるようになっている。骨折の能動化を得ようとする場合には、端部片（３８）
を徐々に緩めることでネジ付きスピンドル（２０）の軸方向の挟み込みをミリメートル単
位で解放することができる。それによって外側部（１７）は制御可能な量だけ軸方向に変
位可能となる。弾性的なリング（４０）により、能動化キャップとして使用される端部片
（３８）は調整可能な位置で保たれるとともに抜け落ちないように防護される。
【００２０】
図３には本発明による装置の一実施形態であって、互いに離反している外側部１６；１７
の間で中心部８に追加的に中間部材３５が配置されているという点で、図１および図２に
示す実施形態と異なるものが描かれている。この中間部材３５は中心部の上で滑走可能、
かつ中心部８のスプライン軸施工部に対応する穴３７によって回転不能に配置されている
。中間部材３５は一方の側に中心軸（７）に沿って連続するスリット（３９）を有してい
る。中間部材３５の軸方向の位置の固定はジョー２のクランプ力によって行われ、それに
よって中間部材３５は押し付けられて中心部（８）にクランプ固定される。
【図面の簡単な説明】
【図１】　骨用ネジを固定するための２つのジョーを備えた本発明の装置の一実施形態を
示す正面図である。
【図２】　本発明による装置の一実施形態の結合部材を示す縦断面図である。
【図３】　本発明による装置の一実施形態を示す部分図である。
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【図３】
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